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はじめに 

この手引きは、試験事業者が製品評価技術基盤機構認定制度(以下「ASNITE認定」という。)

の認定を受けるために必要な申請の手続と認定の要件をわかりやすく取りまとめた一般手引

書です。また、認定を受けた後に、認定を維持するために必要な手続や権利と義務も併せて

解説しています。 

なお、ASNITE認定のうち、一般、エネルギースター、OIML及び特定計量器(非自動はかり)

の試験を行う試験事業者、校正事業者、標準物質生産者、製品認証事業者、ITセキュリティ評

価事業者及び暗号モジュール試験事業者が当該プログラムの認定を受けるために必要な申

請の手続と認定の要件をまとめた一般手引書は別に作成しています。 

 

第１章 ASNITE試験事業者(環境)認定プログラム 

第１節  プログラムの概要 

ASNITE試験事業者(環境)認定プログラムは、産業標準化法試験事業者登録制度(JNLA)の

適用を受けない試験事業者のうち、環境及び/又は化学製品に係る試験事業者を認定する任

意のプログラムです。 

ASNITE試験事業者認定を付与された事業者(以下「認定試験事業者」という。)が、認定が

与えられた範囲内の試験を行ったときは、「ASNITE試験事業者(環境)認定の一般要求事項」

(ENRP31)に定めるILAC MRA組み合わせ認定シンボルを付した試験報告書を発行すること

ができます。 

認定試験事業者の試験サービスを利用する者は、国際規格等に適合した認定試験事業

者の試験を受けることができることとなります。そして、このことは当該利用者の試験結果の

信頼性の根拠の一つとなるものです。ASNITE認定プログラムの認定機関である独立行政法

人製品評価技術基盤機構認定センター(以下「IAJapan」という。)は、認定のための一般要求

事項としてISO/IEC 17025の関係条項を採用し、ISO/IEC 17011に適合した制度運営を行っ

ています。 

さらに、IAJapanは、その制度運営の適切性をAPAC※1/MRA及びILAC※2/MRA※3に認められ、

これらに参加しています。(MRA対象プログラムは、JNLA、JCSS並びに試験事業者、校正事

業者等に対するASNITE認定。) 
※1 APAC：Asia-Pacific Accreditation Cooperation (アジア太平洋認定協力機構) 
※2 ILAC：International Laboratory Accreditation Cooperation (国際試験所認定協力機構) 
※3 MRA：Mutual Recongnition Arrangement (相互承認) 

 

第２節 認定の対象となる試験分野 

認定を申請する者（以下「認定申請事業者」という。）は、申請時にどのような認定を受けた

いのか、すなわち、試験方法の区分を特定しなくてはなりません。 

認定の対象となる試験方法の区分については、ASNITEホームページの公表文書に掲載し

た「ASNITE試験事業者(環境)に係る認定区分一覧」(ENRP33)で示しています。認定を受けよう

とする試験方法が、これらの区分一覧にないと思われる場合は、申請前にIAJapanにご相談く

ださい。 

 
第３節 認定制度の運営 

１．認定機関 

ASNITEプログラムは、IAJapanにより運営されています。一般に、このような認定制度を管

理・運営する機関は「認定機関」と呼ばれています。 

２．運営規格等 
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ASNITE認定プログラムの運営はIAJapanの規定に基づき実施されますが、認定制度の国際

的重要性にかんがみ、その運営方針は国際指針であるISO/IEC規格の考え方が全面的に取

り入れられ、国際的な整合性が図られています。 

具体的には、IAJapanはISO/IEC 17011の関係する条項に完全に適合したマネジメントシス

テムを構築しており、ASNITE認定プログラムはこのマネジメントシステムに基づき運営されて

います。これによって、ASNITEプログラムは諸外国の認定機関と同等のルールで管理・運営さ

れることが確保されています。 

以下に本認定制度に適用される国際規格等を示します。 

国際規格等 

① ISO/IEC 17011：2017（JIS Q 17011：2018） - Conformity assessment – Requirements 

 for accreditation bodies accrediting conformity assessment bodies (適合性評価－適合

性評価機関の認定を行う機関に対する要求事項) 

② ISO/IEC 17025：2017（JIS Q 17025：2018） - General requirements for the competence 

 of testing and calibration laboratories (試験所及び校正機関の能力に関する一般要求

事項) 

 

３．認定要求事項 

認定申請事業者は、ASNITE試験事業者(環境)認定に係る認定スキーム文書(ENIF01)に定

める全ての認定要求事項に対して審査されます。また、認定を受けた後も継続してこれらの規

程の要求事項を満足しなければなりません。 

 

４．IAJapanの機構 

IAJapan組織図を図1に示します。IAJapanの運営に関する責任者は、IAJapan所長となりま

す。また、計量認定課、試験認証認定課、製品認証認定室及び環境認定室に各認定プログラ

ムに責任を持つ管理者を置いています。 

制度運営の公平性・中立性を確保するため、また、専門的見地から助言を得るために必要

な委員会がIAJapanに設置されています。 

認定の公平性に関する評価委員会及び技術委員会は特定の利益代表の優先を避け、利

害のバランスを考慮し、公平・中立かつ機密が保持される委員構成となっています。評定委員

会は公平さを維持するため原則として中立的な委員による構成となっています。また、各委員

は認定制度や試験分野における十分な知識と経験を有しています。 

それぞれの委員会の機能は次のとおりです。 

○認定の公平性に関する評価委員会 

認定機関の運営の公平性に関する事項について審議します。 

○技術委員会 

認定要求事項の制定や技能試験等の技術的事項及びプログラムごとの運営方針等に

ついて審議します。 

○評定委員会又はIAJapanボード 

認定の付与、拒否、継続、一時停止や取消しなどの認定申請事業者又は認定試験事業

者の評定を行います。 
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図1 IAJapan組織図 

 

第２章 認定申請の手続 

第１節  概要 

認定を申請する者は、試験事業（類似のものを含む。）を実施している者であって、かつ、当

該試験事業に法的責任を持つ法人（又は、法人の一部として明確に位置づけられている）であ

れば、民間企業、公益法人において認定を申請することができます。また、認定を受ける試験

事業者の数や申請時期に制限はありません。 

認定試験事業者になるためには、必要とされる申請資料申請書類を作成し、IAJapanに申請

しなければなりません。IAJapanは、この申請に基づき、文書レビュー書類審査及び現地審査

（現地審査は、事業者の合意の下、IAJapanの判断で指針に基づき遠隔審査に置き換えること

があります代えることができます。）を実施し、評定委員会の又はIAJapanボードによる評定を

経て、IAJapan所長が認定の授与を承認するとともに、認定証の交付により認定の通知を行い

ます。認定申請の準備から認定を受けるまでの概略は、以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

    

案件担当(G)、 
[分野(量)別 G] 

認定プログラム 
マネージャー※ 

※代理を含む 

品質管理者※ 

IAJapan ボード・ 
評定委員会 

技術委員会等 

トップマネジメント※ 

認定の公平性に 
関する評価委員会 

IAJapan 組織図 （2020 年 5 月現在） 

IAJapan 

課題別 G 

課題別 G※ 
マネージャー 

審査員、 
技術専門家 

異議申立てボード 

内部監査員 

力量評価ボード 



ENRP32 ＡＳＮＩＴＥ試験事業者(環境)認定の取得と維持のための手引き  10/5251 

このファイルを複写したファイルや、このファイルから印刷した紙媒体は非管理文書です。 

 
 

事 前 準 備 
(１) 試験の技術能力の証明(技能試験への参加等) 

(２) 試験の実施の方法を定めたマネジメントシステム文書の整備 

(３) 申請資料申請書類の作成  

 

認 定 申 請 
(１) 申請資料申請書類の提出 

(２) 「誓約書」及び「機密保持に関する合意書」の提出 

(３) 認定申請手数料の支払い 

 

 

 

認 定 審 査 
(１) 認定機関の審査チームによる文書レビュー書類審査 

(２) 認定機関の審査チームによる現地／遠隔審査 

  

評定・認定 
(１) 認定機関の評定委員会又はIAJapanボードによる審査結果の評定 

(２) IAJapan所長による認定の授与の承認及び認定通知証の交付 

(３) 「認定契約書」の締結取り交わし 

 (４) 認定機関による当該認定情報のホームページ掲載 

 

 

第２節 事前準備 

認定申請事業者は、次の要件に適合していなければいけません。これらの認定要求事項

を詳しく解説します。 

認定をスムーズに受けるためには、通常、事前に認定申請事業者による十分な準備が必

要となります。 

 

１．試験の技術的能力の証明 

認定申請事業者は、認定申請の全ての範囲について、試験を実施する技術的能力がなけ

ればなりません。ここで「試験を実施する技術的能力」とは、試験機器、施設等のハード面と技

術管理要員、試験従事者、試験手順等のソフト面について総合的な技術的能力を有している

ことを言います。 

試験の技術的能力の証明の方法としては、内部精度管理に加えて、外部精度管理として

IAJapanが別に定める「IAJapan技能試験に関する方針(URP24)」に従った技能試験等1)を受け

ていただくこととなります。 

注１)申請する試験方法の区分によっては、申請した試験方法と類似する方法による技能試

験の参加実績がある場合は、その実績を採用する場合もあります。詳細は、申請前に

IAJapanにご確認ください。 

 

２．マネジメントシステムの構築 

認定申請事業者は、「ASNITE試験事業者(環境)認定の一般要求事項」(ENRP31)に適合した

マネジメントシステム2)を有することが要求されます。これには、ISO/IEC 17025等の該当する

要求事項が採用されています。詳しくは、「ASNITE試験事業者(環境)認定の一般要求事項」

(ENRP31)を参照してください。 

また、マネジメントシステムは適切に文書化され、それに則って運営されなければなりませ

ん。認定申請事業者は、申請に際して、申請する試験事業の品質方針、マネジメントシステム、

組織等を記載したマネジメントシステム文書、試験手順や方法を定めた文書(以下「作業手順

書」という。)、試験の測定不確かさの評価方法を定めた文書などを添付資料書類として提出す

る必要があります3)。 
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注2)  マネジメントシステム：「方針及び目標並びにその目標を達成するためのプロセスを確立

するための、相互に関連する又は相互に作用する、組織の一連の要素」を意味します。 

注3) 審査チームが、認定審査の各段階において、認定申請事業者の認定要求事項への適

合性が提出される文書の記述のみから判断できない場合には、追加的に関係する文書

等の提出を求めることがあります。 

 

第３節 認定の申請 

事前準備が終了したら、様式１の「ASNITE認定(再認定)申請書」及び申請に必要な資料書

類(以下「添付資料書類」という。)を添付し申請してください4),
 
5),

 
6)。申請は、試験事業を行う事業

者(法人の場合は、代表権のある者)が行ってください。また、認定を受けようとする事業所(試

験所)の所在地と異なる所在地に恒久的施設を所有し、その施設においても事業を行う場合は、

その施設は当該事業所とは別の事業所とみなします。 

一つ又は複数の試験事業を複数の事業所で分担して実施している場合は、「ASNITE試験

事業者(環境)認定の一般要求事項」(ENRP31)の「附属書１ マルチサイト事業者の認定に対す

る特定要求事項」に記載された要求を満たすようにしてください76)。 

なお、申請資料申請書類の提出の際、「誓約書」(様式１－３)の提出が求められます。 

また、代表権のある方からの委任状をASNITE認定(再認定)申請書に添えてご提出いただき

ますと、委任状に基づく委任を受けた範囲において、当該委任を受けた方が提出時以降の手

続を行うことができます(様式７を参照)。 

注4) 既に認定を受けている者が、別の試験方法の区分の認定を受けようとする場合は、改

めて申請することが必要となります。 

注5) 申請書様式をはじめ、各様式は認定申請事業者がワープロ等で作成してください。 

注65) 認定申請書及び添付資料書類(以下「申請資料申請書類」という。)は別表１を参照して

ください。 

注76) マルチサイト事業者の申請を行う場合には、申請前にIAJapanにご相談ください。 

 

申請の方法は、「認定申請審査業務システム」（以下、「システム」という。）による提出を原則

とします。システムによる申請方法は、「認定申請審査業務システム使用マニュアル（ASNITE） 

（ASRP22S01）」に従ってください。何らかの理由によりシステムによる申請ができない若しくは

困難な場合、それ以外の申請方法について別途IAJapanにご相談ください。 

 

第４節 申請資料申請書類の提出先 

申請に当たっては、申請資料申請書類の正本１部、写し３部を作成し、申請窓口に提出して

ください。申請窓口は次表のとおりです。 

表 1  認定申請先 

申請窓口 住    所 連絡先 
 

 認定センター 
 試験認証認定課 
環境認定室 

 〒151-0066 
 東京都渋谷区西原2-49-10 

電 話 番 号：03-3481-1633 
ファクシミリ：03-3481-1937 

 

第４５節 手数料 

１．認定申請手数料 

(１) 認定申請手数料は、IAJapanホームページで公表する手数料規程をご参照ください。 

なお、ASNITE試験事業者(環境)の試験方法の区分は、製品評価技術基盤機構認定制度 
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(ASNITE)のホームページの公表文書に掲載した「ASNITE試験事業者(環境)に係る認定区分

一覧」(ENRP33)で公表しています。 

認定を受けようとする試験方法が、ASNITE試験(環境)の区分一覧にないと思われるときは、

手数料等についてIAJapanにご相談ください。 

(２) 特例措置 

ASNITE試験事業者(環境)認定申請を含むASNITE認定とJNLA登録/認定とを同時に申請

する場合において、初回認定審査、認定維持審査、区分追加審査又は再認定審査を合同で

実施できる場合等は減額措置があります。詳細はIAJapanにご確認ください。 

 

２．審査手数料 

(１) 審査手数料は、IAJapanホームページで公表する手数料規程をご参照ください。 

(２) 再認定審査は初回認定審査と同規模で実施し、それ以外の審査は部分的な確認を実施

するため、手数料額が異なる場合があります。審査手数料の詳細はIAJapanにご確認くださ

い。 

 

３．その他 

手数料の納付については、当機構の財務会計部門からご連絡いたしますので、所定の期限

内に銀行振り込みにより納めていただきますようお願いいたします。いったん受理した申請等

に係る手数料については、当機構の事情により中止する場合を除き、いかなる場合も返金で

きませんのでご注意ください。 

 

第３章 認定プロセス 

第１節 概要 

IAJapanは、申請を受理した後、申請者が認定基準に適合しているかを審査します。審査の

結果、全ての認定要求事項に適合していると判断された場合にのみ認定が付与されます。審

査は、審査チームによって実施されます。まず、審査チームは提出された申請資料申請書類

に対して包括的な文書レビュー書類審査を実施します。文書レビュー書類審査で問題がなけ

れば、現地審査(事業所における審査。現地審査は、事業者の合意の下、IAJapanの判断で指

針に基づき遠隔審査に置き換える場合があります代えることができます。)が実施されます。こ

の際、申請者は申請範囲内に関して、資料書類、記録の閲覧や提供、事業区域への立入、職

員との面談などの必要な便宜を図り、協力しなければなりません。協力が得られない場合は認

定審査が実施できない場合があります。 

遠隔審査は、Web会議ツール等を用いることにより、直接事業者に訪問せずに上記の確認

を行う審査技法です。本来、現地で直接確認する記録等を事前に電子ファイルでご提出いた

だくことを除けば、実施内容は現地審査の場合と基本的に同じです。以降の説明において、現

地審査に係る記述は、遠隔審査を適用した場合、遠隔審査と読み替えて適用します。 

また、審査の過程でIAJapan又は審査チームから是正報告書等の提出が求められる場合や

追加の手数料を徴収の上、再度の現地審査(有償)を実施する場合があります。この是正に２０

営業日以上を要する不適合がある場合には、その是正計画を提示してください。ただし、その

場合の是正報告書等の提出期限は、提出が求められた日から起算して原則６０営業日を上限

とします。 

次に認定のプロセスについて、順を追って解説します。 
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IAJapan 認定申請者 
 

                                                                           

 事 前 準 備  

 

 審査チームの編成  申 請 の 受 付  申請資料申請書類の提出  

                                                                           

                                                                   
   文書レビュー書類審査 質 問 書 

 

   回答書の作成、提出
8)  

 
         質問なし 

 

                           

           現地／遠隔審査 不適合等の確認  サインの取り交わし  

          適合 

 審 査 報 告 書 
 

 
不適合報告書  

 

 

 

 是 正 報 告 書 等  

 

 審査報告書  審査報告書の確認  

 
 

評定委員会、 
IAJapanボード 

の評定 
 

    
 所長による認定の 

授与の承認・通知 

 認 定 通 知 証 交 付  

  不 認 定 の 通 知  

 

 認 定 の 公 表  
 
注8) 質問書に対する回答書又は是正報告書等(懸念事項に対する回答書を含む)の提出期

限は「提出が求められた日から起算して２０営業日以内」とします。(提出期限を過ぎた後

は、次工程に進みます。) 

図2 認定プロセス 

質問あり 

不適合等 

有り 

無し 

 
現地／遠
隔審査報
告書の受
領 

 

是 正 報 告 書 等

の作成、提出 8) 

不適合等 

の有無 

認  定 

不認定 

送      付 

 
 
意見の申出 
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１．審査チームの編成 

IAJapanは、認定申請ごとに申請の事業区分に適した1名以上の審査員と、必要に応じて、

技術専門家を、予め資格認定された者のリストから選定し、審査チームを編成します。審査チ

ームには、審査の全体に責任を有するチームリーダが置かれます。審査チームの規模は、申

請の範囲等を勘案したものとなります。 

審査チームが編成されますと、認定申請事業者に審査チームの審査員等の氏名と所属が

通知されますが、審査チームの編成に対して、審査の公平性を欠くおそれがあるなど正当な

理由がある場合には異議を申し立てることができます。 

なお、全ての審査員及び技術専門家には審査において得たすべての情報について守秘義

務が課せられています。 

 

２．文書レビュー書類審査 

審査チームは、提出された資料書類に、必要な事項が適切に記述されているかどうかの包

括的な文書レビュー書類審査を実施します。また、試験の方法や測定不確かさの評価方法な

どの技術的事項についても書面（電子文書を含みます。以下同じ。）で審査します。 

審査チームは、文書レビュー書類審査の結果、申請に必要な資料書類又は試験の方法や

測定不確かさの評価方法などの技術的事項に不備がある場合、資料書類の追加、是正や改

善を質問書によって要求しますので、申請者は質問を受けた日から起算して２０営業日以内

に書面で回答してください。是正に２０営業日以上を要する場合には、その是正計画を回答し

てください。ただし、その場合の回答書等の提出期限は、最初に回答書等の提出を求められた

日から起算して原則６０営業日を上限とします。原則として現地審査は、それらの回答を受け

た後に実施します。 

 

３．現地審査 

文書レビュー書類審査の後、審査チームは現地審査を実施します。現地審査は、試験事業

を実施する事業所において、「申請に必要な資料書類に記載された事項が事実かどうか」、

「試験事業に用いる設備・施設等のハード面に問題はないかどうか」及び「試験の技術的能力、

マネジメントシステム等のソフト面に問題がないかどうか」について審査します。審査は、一般

的に、認定申請事業者のラボラトリマネジメント、品質管理要員、技術管理要員や試験従事者

に対するヒアリングや模擬的な試験作業を観察する模擬試験などの方法で行われます。 

なお、申請時に技能試験の実績がないなどの場合は、「IAJapan技能試験に関する

方針(URP24)」に基づき、これに代わる一定の条件を満たすことが必要になりますので、事前

にIAJapanにご相談ください。現地審査の実施に当たっては、IAJapanは予め認定申請事業者

と合意の上現地審査の日程を決定し、審査のスケジュールと共に通知します。認定申請事業

者は、審査チームが主要職員と面談できることを確保しなければなりません。現地審査の期間

は、申請の範囲によりますが、通常２日間程度です。 

また、現地審査時に発見された指摘事項の是正確認のため、追加の審査日数に係る審査

員人件費及び審査旅費相当額の手数料を徴収の上、再度、現地審査を行う場合があります。 

以下に、現地審査における典型的なスケジュールの例を示します。 

 

◇ 現地審査の典型的なスケジュール 

第１日目 

○ 開始会合 

審査チームは、認定申請事業者と現地審査手順、時間割などを確認します。 
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○ マネジメントシステムに係る審査 

マネジメントシステムに関する質問が、通常、ラボラトリマネジメント、マネジメントシステ

ムや技術管理に係る管理要員に対してなされます。同時にマネジメントシステム文書や

記録の監査が実施されます。 

第２日目 

○ 通常、試験方法の区分ごとに1件以上の実地試験の観察を実施します。同時に技術管

理要員又は試験従事者に対して、試験方法、測定不確かさの評価、施設、試験用機器な

どに関する質問がなされます。 

○ 審査チームリーダによる審査結果の取りまとめ 

審査チームのみによる会合がもたれ、審査チームにより審査結果が取りまとめられま

す。 

○ 終了会合 

審査チームリーダは、認定申請事業者の代表職員に対して、現地審査の結果に関する

所見を伝達します。また、審査チームと事業所の代表職員の双方により審査で発見され

た不適合、懸念事項又はコメントを文書により確認します。確認された不適合については

２０営業日以内に是正報告書を、懸念事項については２０営業日以内に回答書を提出し

てください。不適合に対する是正に２０営業日以上を要する場合には、是正計画書を提出

してください。ただし、その場合の是正報告書等の提出期限は、提出を求められた日から

起算して原則６０営業日を上限とします。不適合業務に対する是正処置が行われない場

合は不認定となります。 

なお、是正の効果及び是正計画の実態を確認する必要がある場合には、再度、現地審

査が実施されます。 

また、コメントについては是正報告書又は回答書の提出は求められませんが、認定申

請事業者による適切な措置が望まれます。 

 

第２節 認定の決定 

全ての審査終了後、審査チームは認定申請事業者による是正処置の結果を含め、審査結

果を評定委員会等に報告し、評定委員会等が審査結果を評定します。評定委員会又は 

IAJapanボードによる評定に基づき、IAJapan所長は認定の授与を承認し、認定情報を速やか

に公表するとともに認定の通知を行いますするとともに認定証を交付します(不認定の場合は

その旨通知します。)。認定情報認定証には、基本的に試験事業者の名称、認定識別、事業所

の名称、試験方法の区分等、申請書に記載された内容が記載されます。この認定情報認定証

に記載された内容が認定された範囲となります。 

認定試験事業者の認定識別は、プログラムごとの略号(ASNITE)及び0001から始まる４桁の

追い番号と認定された分野の付加情報（試験所：Testing）の組み合わせとなります。一つの事

業所に一つの認定識別を付すこととしていますので、同一の事業所で、複数の事業区分の申

請や追加申請がある場合であっても、同一の番号になります。また、マルチサイト事業者の場

合は、認定を取得した全ての事業所が、同一の認定識別になります。 

この認定識別は、認定試験事業者が発行する試験報告書に付すILAC MRA組み合わせ認

定シンボルと一体で付記する必要があります。すべての認定区分を廃止する場合にあっては、

その認定番号は、以降欠番となります。 

認定試験事業者は、認定証をカラーコピーで全て複写する場合は、その複写の表面に「C

OPY」、「複写」、「写し」等の明瞭な表示を行い、誤解を招くような事態を予防しなければなりま

せん。 

IAJapanは認定と同時に認定された事業所の名称、所在地、認定識別、試験方法の区分、
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認定の有効期限等を認定情報としてホームページに掲載します。 

 

第３節 認定申請内容の変更 

認定申請中に申請資料申請書類 (別表1を参照)の記載内容に変更が生じた場合は、様

式集の様式２の「ASNITE認定申請書等変更届」（１部）に変更が生じた資料書類（ただし、認定

申請書の記載事項については変更届に変更内容を記載）を添えてIAJapanに提出してくださ

い。変更届の提出が必要となる事例については別表２をご参照ください。提出は、システムに

よる提出を原則とします。システムによる提出方法は、ASRP22S01に従ってください。何らか

の理由によりシステムによる提出ができない若しくは困難な場合はIAJapanにご相談くださ

い。 

 

第４章 試験事業者の権利と義務 

第１節 試験事業者の権利 

１．ILAC MRA組み合わせ認定シンボルを付した試験報告書の発行 

認定試験事業者は、試験を行ったときは、ILAC MRA組み合わせ認定シンボルを付した試

験報告書を発行することができます。 

また、英語による試験報告書を発行することができます。発行に当たっては、申請時に

IAJapanに提出した手順及び様式を用いなければなりません。申請時の様式と異なる試験報

告書を発行する場合は、第５章第２節「認定申請内容変更の届出」の手続を行い、IAJapanの

承認を受けた後に発行手続の変更を行ってください。 

 

２．認定要求事項の変更 

IAJapanは、第１章第３節の３．認定要求事項を変更する時は、新要求事項に適合するため

に必要となる合理的な猶予期間をもって、認定申請事業者及び認定試験事業者にお知らせし

ます。 

 

３．審査チームに対する異議申立て 

認定申請事業者及び認定試験事業者は、審査チームの構成について、IAJapanに異議の申

立てを行う機会が与えられます。 

 

４．IAJapanに対する苦情及び異議の申立て 

認定申請事業者及び認定試験事業者は、IAJapanの行う処分、制度の運営などに対して異

議又は苦情の申立てを行うことができます。 

 

第２節 試験事業者の義務 

認定申請事業者及び認定試験事業者には幾つかの義務が課せられます。認定申請事業者

及び認定試験事業者は、「ASNITE試験事業者(環境)認定の一般要求事項」(ENRP31)に記載さ

れた遵守事項を遵守しなければなりません。 

なお、認定申請事業者は認定申請時に、様式集の様式１－３の「誓約書」の提出及び様式８

の「機密保持に関する合意書」を締結すること、認定の授与に際し、様式９の「認定契約書」をI

AJapanと締結することが求められます。 

 

第５章 認定の維持等のための手続 

第１節 認定要求事項への継続的な適合 

認定試験事業者が認定を維持していくためには、第４章第２節の義務を遵守し、認定要求事
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項に継続的に適合して事業を運営しなければなりません。特に以下の点に注意する必要があ

ります。 

 

１．試験の技術的能力の定期的な確認 

認定試験事業者は、継続して認定時の技術能力を維持していなければいけません。このた

め、事業所の技術的運営において、平素から事業所の技術能力の維持・向上に努めること

(内部精度管理)が必要です。また、認定試験事業者は、「IAJapan技能試験に関する

方針(URP24)」に従って、技能試験参加計画を作成し、これに従って定期的に技能試験に参加

し、満足な結果を得ること(外部精度管理)が必要です。 

 

２．マネジメントシステムの適切な運営 

認定試験事業者は、事業のマネジメントシステムを文書化したマネジメントシステム文書に

従って、事業を適切に運営しなければいけません。マネジメントシステムの運営に責任を持つ

者（管理要員）は、マネジメントシステムが効果的に機能していること、試験サービスの品質が

維持されていることを確保するよう常に努める必要があります。 

 

第２節 認定申請内容変更の届出 

認定試験事業者は、別表１に定める申請資料申請書類の記載事項に変更が生じた場合は、

原則として２０営業日以内に様式２の「ASNITE認定申請書等変更届」（１部）に変更が生じた

資料書類(ただし、認定申請書の記載事項については変更届に変更内容を記載)を添えてIAJ

apanに提出しなければなりません。提出が必要となる事例については別表２を参照ください。 

変更内容によっては、現地審査（現地審査は、事業者の合意の下、IAJapanの判断で指針に

基づき遠隔審査に置き換える場合があります代えることができます。）により確認を行う場合が

ありますので、IAJapanにご相談ください(試験対象項目の追加、試験方法の変更、事業所の移

転等)。 

また、連絡先担当者に変更が生じた場合は、様式１－１３の「認定申請に関する連絡先担当

者等」に記載し、ご提出ください。 

 

(１) 具体的には、以下に係る変更が変更届の対象になります。これらの事項は申請書の添付

資料書類に対応しています。 

① 事業所の名称及び代表者名 

② 試験の実施の方法を定めた資料書類 

これは、文書体系図又は文書リスト、ISO/IEC 17025に規定されるマネジメントシステム

文書、試験に使用する設備(機器等)のトレーサビリティ体系図、試験手順を記述した資料書

類、測定不確かさを記述した資料書類、試験に使用する設備(機器等)の管理の方法を記述

した資料書類、試験報告書の発行の方法を記述した資料書類、及びILAC MRA組み合わ

せ認定シンボルの使用方法を記述した資料書類です。 

試験手順を記述した資料書類又は測定不確かさを記述した資料書類について、変更を

行う場合には、IAJapanに事前にご相談ください。 

③ 試験事業に用いる器具、機械又は装置の数、性能、所在の場所及びその所有又は借入

れの別を記載した資料書面 

④ 試験事業を行う施設の概要を記載した資料書面 

⑤ 試験事業を行う組織に関する事項を記載した資料書面 

⑥ 試験事業に従事する者の氏名及び該当者が試験事業に類似する事業に従事した経験を

有する場合はその実績を記載した資料書面 
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⑦ 認定範囲の試験規格が改正された場合(試験規格の改正に伴い、認定証の再発行が必

要な場合) 

(２) 変更届の記入に当たっては、以下の事項に留意してください。 

① ASNITEの複数の認定スキームについて認定を受けている者にあっては、該当する認定

区分の認定スキームごとに変更届を提出してください。ただし、マネジメントシステム文書等

複数の認定スキームにわたって運用されている規程類の提出については省略できる場合

がありますので、IAJapanにご相談ください。 

② 「変更があった事項」の記載に当たっては、変更があった事項が複数ある場合には枝番

を付してください。 

③ 「変更の事由」の記載に当たっては、変更があった事項が複数ある場合は、項目ごとに変

更の事由を記載してください。 

④ 変更届には、様式１－２に規定する認定区分の一覧を添付してください。 

 

第３節 認定の維持等に係る審査(認定維持審査、再認定審査及び臨時審査) 

IAJapanは、認定試験事業者の継続的なマネジメントシステム運営の確認のための定期的

な認定維持審査及び次の認定周期への移行の可否確認のための再認定審査を実施します。

認定試験事業者に重大な不適合等が発見された場合は、現地審査を伴う審査(有償)を実施す

ることがあります。また、認定維持審査、再認定審査又は臨時審査における現地審査時に発

見された指摘事項の是正確認のため、手数料を徴収の上、再度、現地審査を行う場合があり

ます。 

なお、審査(臨時審査を除く。)プロセスにおいて、申請者からの申出により(様式３を参照)、

その手続を中断することができます。ただし、審査プロセス中の中断は１回限りとし、原則

６か月間を上限とします。 

(１) 実施の時期 

各審査における現地審査の実施時期については、該当する認定スキームの認定スキーム

文書をご参照ください。 

なお、実施期限の情報を含め、実施時期については、IAJapanから事前にご連絡いたしま

す。 

(２) 申請 

認定維持審査及び臨時審査(無通告で行う場合を除く。)については様式集の様式４、再認

定審査については様式集の様式１により申請してください。 

認定維持審査の申請は、現地審査(現地認定維持審査)が行われる期限の遅くとも３か月

前に申請を行うことが必要です（正本１部）。 

再認定申請は、認定の有効期限の遅くとも５か月前までに申請を行うことが必要です（正

本１部、写し３部）。 

臨時審査(無通告で行う場合を除く。)の申請については、(１) に規定するIAJapanからの

連絡に従ってください。 

提出は、システムによる提出を原則とします。システムによる提出方法は、ASRP22S01に

従ってください。何らかの理由によりシステムによる提出ができない若しくは困難な場合はIA

Japanにご相談ください。 

(３) 手数料 

再認定審査、認定維持審査及び臨時審査の手数料は、第２章第５節をご参照ください。 

 

第４節 区分又は事業所の追加 

認定区分又は事業所(マルチサイト)を追加する場合は、追加部分の認定申請が別途必要
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となります。詳細についてはIAJapanにご相談ください。 

 

第５節 事業の承継 

認定試験事業者が事業の全部を譲渡したとき、又は認定試験事業者について相続、合併若

しくは分割(その届出に係る事業の全部を承継させるものに限る。)があったときは、その事業

の全部を譲り受けた者又は相続人(相続人が二人以上ある場合において、その全員の同意に

より事業を承継すべき相続人を選定したときは、その者。以下同じ。)、合併後存続する法人若

しくは合併により設立した法人若しくは分割によりその事業の全部を承継した法人は、認定試

験事業者の地位を承継しますので、IAJapanに直ちに連絡してください。このとき承継した者は、

事実を証する書面を「ASNITE認定申請書等変更届」(様式２)に添えて提出してください。さらに

「認定契約書」(様式９)も提出してください。 

 

第６節 事業の廃止 

認定試験事業者は、認定を受けた事業を全部又は一部廃止したときは、原則として３０日以

内に様式５の「ASNITE試験事業者の事業廃止届」（正本１部）を作成し、認定証を添えて 

IAJapanに提出することとなります。また、廃止した事業の当該年度における試験事業に係る

報告（様式６）の提出をお願いします。 

なお、一部廃止の場合にあっては、一部廃止する範囲を廃止届の該当の欄で明示してくだ

さい。 

 

第７節 認定の一時停止、取消し及び縮小 

IAJapanは、認定維持審査、再認定審査又は臨時審査の結果、認定試験事業者が認定要

求事項に対する重大な不適合事項がある場合又は緊急に対応する必要性のある事象が生じ

た場合は、その重大性を勘案し認定資格を一時停止することがあります。 

また、審査の妨害等を行った場合、認定の規則に従わなかった場合、一時停止中の認定試

験事業者が一時停止に係る是正処置を行わなかった場合等においては、認定が取り消される

ことがあります。一時停止や認定の取消しは、認定された一部の区分又は全区分、マルチサイ

ト事業者の場合は、全ての事業所が対象となることがあります。 

 

第８節 試験業務報告 

IAJapan では認定試験事業者の最新の業務実施状況を把握することを目的とし、前年度の

試験事業の実績等の報告について、ご協力をお願いしております。 

認定試験事業者は、認定された翌年度以降、５月末を目処に前年度の実績報告について、

様式６の「ASNITE 試験事業に係る報告事項」を作成し、IAJapan に提出をお願いします。 

 

第６章 苦情又は異議の申立て 

苦情又は異議は、IAJapanで受け付けています。苦情の申出は電話でもかまいませんが、

誤解の防止のためできるだけ書面により行ってください。また、異議申立ては書面によって申し

出ください。苦情又は異議はIAJapanの定める苦情又は異議申立て処理手続に従って処理さ

れます。 

苦情又は異議申立ては以下のように定義されます。 

(１) 苦情：IAJapan又は認定試験事業者の活動に関し、個人又は組織が回答を期待して行う不

満の表明で、異議申立て以外のもの 

(２) 異議申立て：希望した認定の地位に関する、不利な認定の決定を再考慮するような認定

試験事業者又は認定申請事業者が行う要請 
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第７章第１０節．本規程の管理部署 

この規程を管理する担当課等は認定センター試験認証認定課環境認定室とする。 

 

 

附則 

１．本手引きは、平成３０年４月１日より適用する。 

２．ISO/IEC 17025:2005の適用を受ける事業者においては、「ASNITE試験事業者認定の取

得と維持のための手引き(TERP22)」第８版を適用する。 

 

附則 

１．本文書は、2019年2月1日から適用する。 

 

 

附則 

１．本文書は、2020年5月7日から適用する。 

 

 

附則 

１．本文書は、2021年○月○日から適用する。 
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別表１ 申請資料申請書類. 
 

 
 申 請 資 料申 請 書 類 

 
項 目 資 料書 類 等 

１． 認定申請書 □  ASNITE認定(再認定)申請書（様式１、様式１－２） 

２． 登記事項証明書又はこれに準ずるもの □  登記事項証明書又はこれに準ずるもの 

(提出する４組のうち３組にあっては写しで可) 

３． 認定の一般要求事項の誓約について □  認定の一般要求事項の誓約について (様式１－３) 

４． 試験の事業の概要及び業務の実績 □  試験の事業の概要を示す資料書類（パンフレット等で

もよい） 

□  試験の業務の実績（過去１年間の実績） 

(様式１－４) 

５． 試験事業以外の事業を行っている場合

は、当該事業の種類及び概要並びに全体の

組織に関する事項 

□  試験事業以外の事業の種類及び概要を示す資料書

類（パンフレット等でもよい） 

□  試験所の組織的位置付けを含む全体の組織図 

 (様式１－５) 

６． 試験事業に用いる器具、機械又は装置の

数、性能、所在の場所及びその所有又は借入

の別 

 

□  試験に用いる器具、機械、装置類の一覧 

 (様式１－６)  

７． 試験の事業を行う施設の概要 □  試験所の配置図 (様式１－７) 

□  試験室等の機器の配置図 (様式１－８) 

８． 試験の事業を行う組織に関する事項 □  試験所の組織図 (様式１－９) 

□  主要職員名簿 (様式１－１０) 

９． 試験の事業の実施の方法に関する事項 □  マネジメントシステム文書一覧 (様式１－１１) 

□  マネジメントシステム文書のコピー 

□  認定後に発行するILAC MRA組み合わせ認定シン

ボルを付した試験報告書の様式 

１０． 試験の事業に従事する者の氏名及び当

該者が試験の事業又はこれに類似する事

業に従事した経験を有する場合は、その実

績 

□  試験方法ごとの試験従事者の氏名及び経験 

(様式１－１２) 

１１． 認定申請に関する連絡先担当者等 □  認定申請に関する連絡先担当者等 

(様式１－１３) 
  

１２． 技能試験に関する資料書類  □ 技能試験参加計画（代替手法による実施を含む。） 

□ 技能試験の結果を示す資料書類又はその写し(技

能試験に参加した場合) 
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別表２ 変更届に係る例 
 

変更内容 申請時の提出資料書類 変更届が必要な例 軽微な変更内容の例 

試験事業以外の事業を行っ

ている場合は、当該事業の

種類及び概要並びに全体

の組織に関する事項 

試験事業以外の事業の種類

及び概要を示す資料書類(パ

ンフレット) 
 

①定款の事業内容が変更 

②寄付行為の事業内容が変更 

定款又は寄付行為等の変

更を伴わない変更 

試験所の組織的位置付けを

含む全体の組織図 

 (様式１－５) 

試験事業者の全体組織図の変更 試験事業に関係のない部

署の名称変更等 

試験事業に用いる器具、機

械又は装置の数、性能、所

在 の場所及びその所有又

は借入れの別 

試験に用いる器具、機械、

装置類の一覧(様式１－６) 

①機器等数量の増減 

②性能の異なる機器の更新 

③右記以外の所在場所の変更 

④所有・借入れの変更 

試験事業に影響がない変

更 

試験の事業を行う施設の概

要 

 (1) 試験所の配置図 

(様式１－７) 

①同一敷地内における試験施設

の移転 

②試験施設(建屋)の増減 

試験施設の名称変更等、配

置図に変更がない場合 

(2) 試験室等の機器の配置

図(様式１－８) 

①(1)の変更時 

②試験室の増減 

試験所内における機器等の

レイアウト 変更 

(3) 認定申請書「常設試験施

設がある敷地以外の場所で

の試験実施の有無」 

①常設試験施設がある敷地以外

の場所での試験実施の有無の

変更 

②(レンタルラボの場合)賃貸契約

内容の変更 

 

試験事業を行う組織に関す

る事項 

(1) 認定申請書「認定を受け

ようとする事業所(試験所)の

名称、所在地(郵便番号)、電

話番号」 

主たる事業所以外で試験活動を

行う事業所の追加・変更 

 

 (2) 試験所の組織図 

(様式１－９) 

試験所組織図の変更  

 (3) 主要職員名簿 

(様式１－１０) 

事業者の代表者、ラボラトリマネ

ジメント、技術管理要員、品質管

理要員、署名・記名押印者、代理

者、連絡担当者の変更 

左記以外の職員の変更 

試験事業の実施の方法に 

関する事項 

マネジメントシステム文書一覧

表(様式１－１１) 

マネジメントシステム文書の改

正、追加又は削除 

 

マネジメントシステム文書のコ

ピー 

マネジメントシステム文書の改正

又は追加 

左記のうち、実質的な改正

でない場合 

認定後に発行するILAC MRA

組み合わせ認定シンボルを付

した試験報告書の様式等 

試験報告書の様式の記載内容の

変更 

 

試験事業に従事する者の氏

名及び当該者が試験の事

業又はこれに類似する事業

に従事した経験を有する場

合は、その実績 

試験方法ごとの試験従事者

の氏名及び経験 

(様式１－１２) 

試験従事者の変更  

認定申請に関する連絡先担

当者等 

認定申請に関する連絡先担

当者等(様式１－１３) 

認定申請に関する連絡先担当者

等の変更 

 

認定範囲の試験規格 ASNITE認定申請書「認定を受

けようとする試験方法の区分」

又は「認定区分、試験項 目、

試験規格番号」 

認定範囲の試験規格の変更  

注 軽微な変更内容については、その都度変更届を提出せず、定期検査の申込み時に最新内容の資料書類として提

出する必要があります。 
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ASNITE試験事業者(環境) 認定 様式集 
 

 

用紙の大きさは、日本産業規格に定めるＡ列４番としてください。ただし、様式１－７、１－８及び 

１－９については、Ａ列３番でも結構です。 

 

(様式１)     ASNITE 認定(再認定)申請書 

 

(様式１－２)  ASNITE 認定(再認定)申請書別紙 

 

(様式１－３)  誓約書 

 

(様式１－４)  試験事業の実績 

 

(様式１－５)  試験所の組織的位置付けを含む全体の組織図 

 

(様式１－６)  試験に用いる器具、機械又は装置類の一覧 

 

(様式１－７)  試験所の配置図 

 

(様式１－８)  試験室等の機器の配置図 

 

(様式１－９)  試験所の組織図 

 

(様式１－１０) 主要職員名簿 

 

(様式１－１１) マネジメントシステム文書一覧 

 

(様式１－１２) 試験方法ごとの試験従事者の氏名及び経験 

 

(様式１－１３) 認定申請に関する連絡先担当者等 

 

(様式２)     ASNITE 認定申請書等変更届 

 

(様式３)     ASNITE 認定申請中断願 

 

(様式４)     ASNITE 認定維持(又は臨時)審査申請書 

 

(様式５)     ASNITE 試験事業者の事業廃止届 

 

(様式６)     ASNITE 試験事業に係る報告事項 

 

(様式７)     委任状 

 

   （様式８）     機密保持に関する合意書 

 

   （様式９）     認定契約書 
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(試験事業者 様式１) ASNITE認定(再認定)申請書 
 

ASNITE 認定(再認定)申請書 
 

年  月  日  
独立行政法人製品評価技術基盤機構 

認定センター所長 あて 

住所 

申請者の氏名又は名称及び 

法人にあっては代表者の氏名         印 
 

試験事業に対する製品評価技術基盤機構認定制度の認定(再認定)を受けたいので、別紙資料書類を
添えて申請します。 

記 
 

１．認定(再認定)を受けようとする試験方法の区分 
 

別紙のとおり 
 
２．認定(再認定)を受けようとする事業所(試験所)の名称、所在地(郵便番号)、電話番号、実施する

業務、認定識別、認定の有効期限及び前回の現地／遠隔審査日 
 
(1) 認定(再認定)を受けようとする事業所(主たる事業所) 

ふりがな  

名称  

ふりがな  

所在地(郵便番号)  

電話番号  

実施する業務 

(マネジメントシステム管理、顧客対応、依頼受付、サンプリング、試

料保管、分析試験、結果の妥当性確認、試験報告書の発行等実

施する業務を記載) 

マネジメントシステムに

関する要求事項 
□選択肢 A  □選択肢Ｂ（いずれかにチェックを入れてください） 

認定番号識別 (再認定申請の場合のみ、記載ください) 

認定の有効期限 (再認定申請の場合のみ、記載ください) 

前回の現地審査日 (再認定申請の場合のみ、記載ください) 

 

(2) 関連する事業所 （関連する事業所が無い場合は表を表記しないことができます） 

ふりがな  

名称  

所在地(郵便番号)  

電話番号  

実施する業務 

(マネジメントシステム管理、顧客対応、依頼受付、サンプリング、試

料保管、分析試験、結果の妥当性確認、試験報告書の発行等実

施する業務を記載) 
 
３．常設試験施設がある敷地以外の場所での試験実施の有無 
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備考 

１．「申請者の氏名又は名称及び法人にあっては代表者の氏名」 

氏名を記載し、押印することに代えて、署名することができます。この場合において、署

名は本人が自署するものとします。 

１２．「認定(再認定)を受けようとする試験方法の区分」 

「別紙のとおり」と記載し、様式１－２により試験事業を実施する事業所（常設試験施設）ごとに

「ASNITE 試験事業者(環境)認定区分一覧」(ENRP33)に規定する認定区分を記載ください。なお、

事業所が複数あるマルチサイト事業者の場合は、事業所の別に様式１－２の表を作成くださ

い。 

２３．「認定(再認定)を受けようとする事業所(主たる事業所)」 

マネジメントシステムを統括する事業所を主たる事業所として記載ください。なお、主た

る事業において試験業務を実施しない場合は、様式１－２に主たる事業所で行う業務の概

要を記載ください。 

３４． 「関連する事業所」(マルチサイト) 

主たる事業所以外の試験事業を行う全ての事業所を記載してください。関連する事業所

が複数ある場合は、記載欄を追加してください。 

なお、関連する事業所が無い場合は、「該当なし」と記載ください。 

４５．「常設試験施設がある敷地以外の場所での試験実施の有無」 

現地試験又はレンタルラボにおいて試験を行う場合は、「現地試験」又は／及び「レンタ

ルラボ」と記載し、その賃貸人及びレンタルラボの所在地を記載してください。 

なお、そのいずれも実施しない場合は「該当なし」と記載してください。 

５６．区分追加を申請又は関連する事業所を追加する場合の記載事項について 

 区分追加申請を行う場合は、区分追加が主たる事業所又は関連する事業所のいずれで

あるか、また、関連する事業所の追加を申請する場合は、認定申請書には追加する事業

所のみを記載してください。別紙の申請区分については、いずれの事業所の申請であるか

識別を記載してください。なお、関連する事業所の認定を受けていて、区分追加する事業所

が主たる事業所のみの場合は、認定申請書 2.(2)の関連する事業所欄は不要です。 
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(試験事業者 様式１－２) ASNITE認定(再認定)申請書別紙 

 

認定(再認定)を受けようとする試験の範囲 

 

(1) 常設試験施設で行う試験 

事業所の名称：                     

認定区分 試験項目／ 

試験対象 
試験規格番号 

カテゴリー サブカテゴリー 試験技術 

     

     

     

 

(2) 現地試験 

認定区分 試験項目／ 

試験対象 
試験規格番号 

カテゴリー サブカテゴリー 試験技術 

     

     

     

 

(3) レンタルラボで行う試験 

認定区分 試験項目／ 

試験対象 
試験規格番号 

カテゴリー サブカテゴリー 試験技術 

     

     

     

 

備考 
１．「事業所の名称」には、認定を受けようとする試験(サンプリングを含む)を実施する事業所の名

称を記載してください。複数の事業所で試験を実施する場合は、事業所毎に記載してくださ

い。 

２．「常設試験施設で行う試験」、「現地試験」又は「レンタルラボで行う試験」の各表について、該

当する試験区分がない場合は非該当の表を削除してください。 

３．「認定区分」には、「ASNITE 試験事業者(環境)に係る認定区分一覧」(ENRP33)に規定のカテゴ

リー、サブカテゴリー及び試験技術から該当する項目を記載してください。 

４．「試験項目／試験対象」には、参照する試験規格における試験項目、試験対象の定義、表記

などを参考にして記載してください。なお、サンプリングの有無に関しては該当の試験対象に

対して附記してください。 
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(試験事業者 様式１－３) 誓約書 

 

年  月  日  

 

独立行政法人製品評価技術基盤機構 

認定センター所長  殿 

 

 

住所 

法人名 

＜適合性評価機関名＞ 

代表者役職及び氏名          印 

 

 

誓約書 

 

 

＜適合性評価機関名＞は、独立行政法人製品評価技術基盤機構（以下、「機構」という。）認定

センター（以下、「IAJapan」という。）の ASNITE 認定プログラムに係る申請を行うにあたり、以下の

項目について誓約します。 

 
 
１．要求事項との適合 

＜適合性評価機関名＞の申請の認定範囲において、＜適合性評価機関名＞が「＜認定スキ

ーム文書名＞」が参照する「＜○○認定の一般要求事項＞」の最新施行版の該当するすべての

項目の要求事項に適合するよう、遵守します。 

 

２．認定審査の受入れ、協力等 
２．１ IAJapan が行う認定審査を受入れ、IAJapan の審査チーム及び IAJapan が指名する

者（IAJapan の国際的な相互承認維持のために必要な関係者を含む）に審査に必要な便宜

及び協力を最大限提供します。 

 

２．２ 認定審査のために IAJapan が必要とする、申請の認定範囲における、＜適合性評価

機関名＞の文書及び記録の調査、バーチャルサイトへのアクセス、ラボへの立入り、機器

及び設備の現地確認並びに要員及び外部委託先への接触を行うことを IAJapan の審査 
チーム及び IAJapan が指名する者に認め、必要な手配を行います。 

 
２．３ 審査計画の提示によって IAJapan が求める場合、＜適合性評価機関名＞が実施する

＜適合性評価活動＞への立会いに関する手配を行います。また、審査計画の提示によって

IAJapan が求める場合、＜適合性評価機関＞が顧客の事業地で＜適合性評価活動＞を実施

する際に、＜適合性評価機関名＞のパフォーマンスを評価するために IAJapan の審査チー

ムが同行することを顧客に約束させる、法的拘束力のある取決めを顧客との間に結び、

IAJapan の審査チームが同行することの手配を行います。 
 
３． 変更の通知 
 申請及び認定審査において、提出又は報告したうちで、次の各項に変更が生じた場合は、

直ちに IAJapan に通知します。 
(1) ＜適合性評価機関名＞の名称又は組織上の位置付け 
(2) 組織、トップマネジメント又はラボラトリマネジメント並びに主要な要員 
(3) 資源及び場所（バーチャルサイトを含む） 
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(4) 認定の要求事項を満たす＜適合性評価機関名＞の能力に影響する可能性があるその他

の事項 
 
４． 手数料の支払い 
 IAJapan の手数料規程（認定業務に係る手数料規程であって、申請時点で WEB サイトに

公開され、適用される版のもの）に基づいて請求する審査手数料を所定の期日までに支払い

ます。 
 また、審査の中止を含む認定審査の結果如何にかかわらず、手数料の返還がされないこと

について、苦情又は異議を申し立てません。 
 
５． 誓約書各条項の違反、不履行又は不正行為等に伴う処分 
５．１ 申請後において、誓約書の各条項の違反又は不履行が IAJapan によって確認された

場合、IAJapan が、申請の却下又は審査の打切りの手続を開始することについて、苦情又は

異議を申し立てません。 
 
５．２ 申請後において、＜適合性評価機関名＞の不正行為の証拠、意図的な虚偽の情報の

提出又は情報の隠蔽が IAJapan によって確認された場合、IAJapan が、申請の却下又は審

査の打ち切りの手続を開始することについて、苦情又は異議を申し立てません。また、この

後、2 年間において、＜適合性評価機関名＞の申請の受付けがされないことについても苦情

又は異議を申し立てません。 

 

以上 
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(試験事業者 様式１－４) 試験事業の実績 

 

試験事業の実績(過去１年間の実績) 

 

(   年  月  日 ～   年  月  日) 

 

試験方法の規格番号・試験方法名 件数 試験方法の規格番号・試験方法名 件数 
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(試験事業者 様式１－５) 試験所の組織的位置付けを含む全体の組織図 

 

試験事業以外の事業を行っている場合は、当該事業の種類及び概要並びに全体の組織に関する

事項 

 

試験所の組織的位置けを含む全体の組織図 

 

組織図 

 



ENRP32 ＡＳＮＩＴＥ試験事業者(環境)認定の取得と維持のための手引き  31/5251 

このファイルを複写したファイルや、このファイルから印刷した紙媒体は非管理文書です。 

 

(試験事業者 様式１－６) 試験に用いる器具、機械又は装置類の一覧 

 

試験事業に用いる器具、機械又は装置の数、性能、所在の場所及びその所有又は借入の別 

 

 区分の名称：                      

名 称 製造者名 型式 製造番号 数量 性  能 所在の場所 所有 図中 

         

 

備考 

１．「認定区分」毎又は試験依頼を受ける試験項目毎に表を作成してください。 

２．現地試験又はレンタルラボでの試験に用いる器具、機械又は装置は、名称に(＊)印を付

けてください。(例：電圧計(＊)) 

３．依頼者又は依頼者が指定する者が所有する器具、機械又は装置の借入やレンタルラボ

の器具、機械又は装置のため「製造番号」の特定ができない場合は、「依頼者設備/依頼

者が指定する者の設備/レンタルラボ設備(該当を選択)」と記載してください。 

４．標準物質についても記載してください。 
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(試験事業者 様式１－７) 試験所の配置図 

 

試験の事業を行う施設の概要 

 

(1) 試験所の配置図 

事業所の名称 
 

 

 

備考 

１．「事業所の名称」には、認定を受けようとする試験を実施する事業所の名称を記載してく

ださい。複数の事業所で試験を実施する場合は、事業所毎に記載してください。 

２．現地試験又はレンタルラボでの試験を行う場合は、「現地試験/レンタルラボでの試験の

ため該当せず。(該当を選択)」と記載してください。ただし、レンタルラボでの試験で利用す

る施設が限定されている場合は、「試験所の配置図」を記載してください。また、レンタル

ラボである旨、賃貸人、所在地も記載してください。 
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(試験事業者 様式１－８) 試験室等の機器の配置図 

 

試験の事業を行う施設の概要 

 

(2) 試験室等の機器の配置図 

区 分 の名 称  

試 験 室 名 
 

 

 

備考 

１．機器の配置図は、認定区分毎に作成するか、又は様式１－６の試験に用いる器具、機械

又は装置類の一覧中の図中欄の番号/記号により識別して記載してください。 

２．「区分の名称」には、認定区分又は当該試験の一般的な呼称を記載ください。(例：○○試

験) 

３．現地試験又はレンタルラボでの試験を行う場合は、同じ試験環境条件を適用する認定区

分毎に現地施設に対する要求仕様を記載してください。(例：○○試験 現地施設に対す

る要求仕様：温度 20 ℃±2 ℃、相対湿度：70 ％以下で管理された施設であること。) 

  ただし、レンタルラボでの試験で利用する施設が限定されている場合、可能な範囲で「試

験室等の機器の配置図」を記載してください。 
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(試験事業者 様式１－９) 試験所の組織図 

 

試験事業を行う組織に関する事項 

 

(1) 試験所の組織図 

組織図 

 

備考 

１．試験所の組織図には、マネジメントシステムの適用を受ける全ての事業所(マルチサイトを

含む)及び部署を記載ください。 
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(試験事業者 様式１－１０) 主要職員名簿 

 

試験の事業を行う組織に関する事項 

(2) 主要職員名簿 

ラボラトリマネジメント 

氏  名  

職  名  

関連する経験  

技術管理要員※ 

氏  名  

職  名  

関連する経験  

品質管理要員※ 

氏  名  

職  名  

関連する経験  

署名又は記名押印する者 

氏  名  

職  名  

関連する経験  

署名又は記名押印する者の代理 

氏  名  

職  名  

関連する経験  

  ※複数の責任者を指名している場合は欄を追加して記載ください。
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(試験事業者 様式１－１１) マネジメントシステム文書一覧 

 

マネジメントシステム文書及び試験事業の実施の方法に関する事項 

 

文書番号 文   書   名 制定日又は最新更新日 

   

 

備考 

１．マネジメントシステム文書には、品質システム文書、試験事業に係る標準作業手順書を記

載ください。 

２．品質システム文書又はマネジメントシステムに係る処理手順を事業者の文書を適用する場

合は、事業者で規定する文書を記載ください。 
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(試験事業者 様式１－１２) 試験方法ごとの試験従事者の氏名及び経験 

 

試験の事業に従事する者の氏名及び当該者が試験事業又はこれに類似する事業に従事した経

験を有する場合は、その実績 

 

主任 氏  名 入社年月日 担当試験業務 申請に係る試験事業の従事実績 
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(試験事業者 様式１－１３) 認定申請に関する連絡先担当者等 

年  月  日 

 

認定申請に関する連絡先担当者(必要な場合、認定後の連絡先担当者)及び認定された後の

ASNITE 試験事業者一覧表等で公表を希望する認定事業所(試験所)は次のとおりです。 

 

(１) 認定申請に関する連絡先担当者 

連絡先担当者 

部署名  

氏 名  

電話  

ＦＡＸ  

E-mail  

 

(２) 認定後の連絡先担当者(上記(１)と異なる場合に記入) 

連絡先担当者 

部署名  

氏 名  

電話  

ＦＡＸ  

E-mail  

 

(３) 認定された後の ASNITE 試験事業者一覧表等で公表を希望する認定試験所の問い合わせ窓口 

せ問 
窓い 
口合 

わ 

事業者名、事業所名

(試験所名)の和文 

 

事業者名、事業所名

(試験所名)の英文 

 

電話  

ＦＡＸ  

E-mail(利用できる場合)  

 

 備考 

１．一覧表等での電話、ＦＡＸ等の公表を希望しない場合は該当する欄にその旨記入して提出

してください。 

２．異動等により担当者に変更があった場合は届け出てください。 
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(試験事業者 様式２) ASNITE認定申請書等変更届 
 

ASNITE 認定申請書等変更届 
 

年  月  日 
 

独立行政法人製品評価技術基盤機構 
認定センター所長 あて 

 

住所 

名称 

代表者の氏名                印 
 
 

下記のとおり、製品評価技術基盤機構認定制度の認定の申請資料申請書類記載事項に変更が
ありましたので、届け出ます。 
 

記 
 

 

１．変更事項が生じた試験事業者の概要 

 

 

 

２．変更が生じた事項 

 

 

 

３．変更の事由 

 

 

 

 

 

 

備考 

１． 用紙の大きさは、日本産業規格 A4 とします。 

２．１．の変更事項が生じた試験事業者の概要には、認定識別（認定試験事業者の場合に記

入）、認定申請されている事業所、認定申請範囲を記載ください。 

３．変更が生じた事項及び変更の事由の記載に当たっては、変更事項が複数ある場合には枝

番を付し、変更の事由と整合させてください。また、必要に応じて別紙を用いてください。 

４．変更後の関係資料を一緒に提出してください。 

５．氏名を記載し、押印することに代えて、署名することができます。この場合においては、署

名は本人が自署するものとします。 

５６．複数の認定スキームについて認定を受けている者にあっては、認定スキームごとに変更

届を提出してください。ただし、マネジメントシステム文書等複数の認定スキームにわたって

運用されている規程類の提出については省略できる場合がありますので、IAJapan にご相

談ください。 

６７．変更届には、様式１－２に規定する認定区分の一覧を添付ください。 
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(試験事業者 様式３) ASNITE 認定申請中断願 

 

                                                           年   月   日 

独立行政法人製品評価技術基盤機構 

認定センター所長 あて 

 

住所 

名称 

代表者の氏名                印 
 
 

年  月  日付けで申請いたしました認定(再認定)申請について、下記の理由により期間につ

いて認定(再認定)審査を一時するための中断願を提出します。 

なお、審査の再開につきましては、再度、認定審査復活願を提出することを申し添えます。 

 

記                                                                          

 

１．中断理由 

 

 

２．中断期間 

年  月  日から  年  月  日までを予定 
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(試験事業者 様式４) ASNITE認定維持(又は臨時)審査申請書 
 

ASNITE 認定維持(又は臨時)審査申請書 
 

年  月  日 
 

独立行政法人製品評価技術基盤機構 
認定センター所長 あて 

 

住所 

名称 

代表者の氏名                  印 
 
 

下記の認定について、  年度の認定維持(又は臨時)審査を申し込みます。また、認定維持  

(又は臨時)審査受入れに当たっては必要な協力と便宜を図ることを確認します。 
 
 

記 
 

１．認定事業所の名称及び所在地 

 

 

２．認定識別 

 

 

３．審査の種類 

 

 

４．認定維持(又は臨時)審査を受ける認定区分 

 

 

５．認定の有効期限 

 

 

６．前回の現地／遠隔審査日 

 

 

 

 
備考 

１．用紙の大きさは、日本産業規格 A4 とします。 
２．氏名を記載し、押印することに代えて、署名することができます。この場合において、署名

は本人が自署するものとします。 
２３．代表者は、事業所の長でもよいものとします。 
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(試験事業者 様式５) ASNITE試験事業者の事業廃止届 
 

ASNITE 試験事業者の事業廃止届 
 

年  月  日 
 

独立行政法人製品評価技術基盤機構 

認定センター所長 あて 
 

住所 

名称 

代表者の氏名                   印 
 
 

下記の製品評価技術基盤機構認定制度の認定に係る事業は、   年   月   日に廃止したの

で、届け出ます。 
 

記 
 
 
１． 認定の年月日及び認定識別 
 
 
 
２． 事業所の名称及び所在地 
 
 
 
３． 認定区分 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

備考 
１．用紙の大きさは、日本産業規格 A4 とします。 
２．氏名を記載し、押印することに代えて、署名することができます。この場合において、署名

は本人が自署するものとします。 
２３．認定区分には、カテゴリー、サブカテゴリー及び試験技術を記載ください。 
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(試験事業者 様式６) ASNITE試験事業に係る報告事項 

 

年  月  日 

 

独立行政法人製品評価技術基盤機構 

 認定センターASNITE試験事業者(環境)プログラムマネジャー あて 

 

ASNITE試験事業者・事業所の担当者  

 

ASNITE試験事業に係る報告について 

 

下記のとおり、製品評価技術基盤機構認定制度の試験事業に係る報告について提出しま

す。 

記 
 
 

試験事業の実績及び試験報告書の発行実績 

 ( ○○年４月１日～ ○○年３月３１日)  

     

認定区分 

試験対象試験実績 

ILAC MRA 組み

合わせ認定シン

ボル付き試験報

告書 

(参考) 

類似試験 

試験方法 実施件数 
発行件数 

(枚数) 
実施件数 

   約     件 
件 

(       枚) 
約      件 

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

注) 実施件数は、認定区分ごと、試験方法規格ごとに記載してください。 

備考 
１．用紙の大きさは、日本産業規格 A4 とします。 
２．区分数等が多く、１枚に収まりきらない場合は、記以下に「別紙のとおり」と明記し、別紙とし

て添付してください。 
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(試験事業者 様式７) 委任状 

 

委任状 

 

年  月  日 

 

独立行政法人製品評価技術基盤機構 

認定センター所長 あて 

 

住所 

委任者の氏名又は名称及び法人 

にあってはその代表者の氏名 印 

 

 

試験事業者に係る製品評価技術基盤機構制度の認定に係る手続の権限を下記の者に委

任します。 

 

記 

 

 

  被委任者： 住所、所属、役職及び氏名 

 

 

  委任の範囲： 

 

以上 
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(試験事業者 様式８) 機密保持に関する合意書 
 

機密保持に関する合意書 

 

 «適合性評価機関名»（以下、「甲」という）と、独立行政法人製品評価技術基盤機構 認定

センター（以下、「乙」という）は、甲の全部又は一部の組織が、«試験所、校正機関、標準

物質生産者又は製品認証機関»としての力量、認定要求事項の遵守状況及び認定要求事項への

適合性を確認するため、乙が認定活動を実行するにあたり、乙が情報の機密保持に関して適

切に運用することを目的として、甲、乙合意の下に、次のとおり機密保持に関する合意（以

下、「本合意」という）を締結する。 
 
(適用) 
第１条 本合意は、認定活動の間に得られた又は生じたことにより、乙が入手した有形・無

形を問わないすべての情報（以下「認定審査情報」という。）の管理を本合意の対象とする。 
 
(通知義務) 
第２条 本合意の締結に伴い、乙は、開示を意図している情報を、第三者に対して開示前に

甲に通知する。 
 
(機密情報) 
第３条 乙は、甲の認定審査情報（甲が公開している情報及び苦情処理に係る処理を目的と

した情報を除く）は、甲が所有権を持つ情報とみなし、機密情報とする。 

２ 法令に基づいて乙が甲の認定審査情報の開示を求められた場合、乙はその開示を行い、

法令が禁止する場合は認定審査情報を開示したことを甲に通知しない。 
 
(情報源の機密) 
第４条 乙は、甲以外の情報源（規制当局を除く）から得られた、甲に関する情報は、甲と

共有する。ただし、情報源に関する情報は乙の機密とし、情報源が同意した場合を除き、

甲と共有しない。 
２ 乙は規制当局から得られた甲に関する情報は、関係法令に基づき、規制当局の開示方針

に従うものとする。 
 
(機密保持) 
第５条 乙の委員会委員、審査員、技術専門家及び職員（以下「要員」という。）は、法令に

基づいて行政機関が要求する場合を除き、認定審査情報について機密を保持する守秘義務

を負う。このため、乙は、乙の要員に対して機密保持に関する誓約書を義務付ける。 
２ 甲の認定審査情報の閲覧は、甲の認定活動に関与する乙の要員に限る。ただし、乙の認

定審査に関する苦情及び異議申立てがされた場合において、乙の上位機関である独立行政

法人製品評価技術基盤機構及び／又は経済産業省の苦情及び異議申立ての処理に関係する

組織及び顧問弁護士を除く。 

３ 乙は、乙の国際的な認定機関との相互承認グル－プ又は二者間での相互承認維持のため

に、甲に関する認定審査情報を乙の国際的な相互承認維持のために必要な関係者で構成さ

れる評価チームに対して開示する場合は、その評価チームから、乙の評価にかかる業務を

遂行するためにのみ使用し、他の目的に使用又は利用しないことを含めた機密保持の誓約

を取る。 
 
（認定審査情報の保管） 
第６条 乙は、甲の認定審査情報を、当該認定業務情報を用いて認定の決定を行った認定周

期の終了日が属する年度の翌年度の 4 月 1 日を起点として 5 年保存し、保存期間の満了日

以降に機密が保持された状態で廃棄する。 
２ 乙による、甲の認定審査が認定の決定に至らなかった場合も、前項と同様とする。 
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(協議) 
第７条 本合意に関し、当事者間で疑義が生じた場合、又は本合意に定めのない事項が生じ

た場合は、甲乙双方で十分に協議の上、その解決にあたる。 
 
 
 本合意の証とするため、本合意書二通を作成し、甲及び乙は、各々署名（又は記名押印）

の上、各一通を保有する。 
 
 
[電子契約の場合] ※ 

本合意の証とするため、甲及び乙は、本合意書の電子ファイルを作成し、それぞれ（電子署名/

電子サイン/認定申請審査業務システム）による合意を行う。 

 

[書面契約の場合] ※ 

 本合意の証とするため、本合意書二通を作成し、甲及び乙は、各々署名（又は記名押印）の上、

各一通を保有する。 

 

※契約方式に基づき、不要な契約方式を削除すること。（斜体の文字は施行時に削除のこと。） 
 
 
   年  月  日 

甲：（住所） 
  （法人名） 
  （代表者 名  印） 

 
 
 
   年  月  日 

乙： 東京都渋谷区西原二丁目４９番１０号 
   独立行政法人製品評価技術基盤機構 
    認定センター所長 名  印 
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 (試験事業者 様式９) 認定契約書 

 

認 定 契 約 書 
 
 «適合性評価機関名»（以下、「甲」という）と、独立行政法人製品評価技術基盤機構（以下、

「機構」という）認定センター（以下、「乙」という）は、甲の全部又は一部の組織が、«試
験所、校正機関、標準物質生産者又は製品認証機関»としての力量を有し、認定要求事項を遵

守し、かつ、認定要求事項への適合性を満たしているとして乙が認定（以下、「認定」という）

を決定したことに基づき、申請、審査、認定及びその維持等の円滑な運用を図ることを目的

として、甲、乙合意の下に、次のとおり認定契約（以下、「本契約」という）を締結する。 
 
(適用) 
第１条 本契約は、認定に係る事項の全てに適用する。乙は、本契約に適用する乙の基準、

手順、指針及び「○○認定スキーム」が参照する「○○一般要求事項」の規程並びに通知

文書（以下、「乙の規則」という）を、制定、又は改定される度に甲に書面で通知（電子文

書による通知、又は、乙の WEB サイトにおいて閲覧可能とされることも含む。以下「書

面で通知」という）する。 
  乙は、通知する時点で有効に適用される乙の規程の全てを、乙の WEB サイト中で「公

表・公開文書」として公表する。 
  なお、本契約に適用する乙の規則には、本契約締結後に制定、又は改定される最新版も

含まれる。 
 
(誓約書の効力) 
第２条 本契約の締結に伴い、本契約締結前に甲から乙に提出された誓約書は効力を失う。 
２ 本契約の締結に伴い、本契約締結前に締結された機密保持に関する合意書は効力を失う。 
 
(認定された適合性評価機関の権利と義務) 
第３条 甲は、第１条に定める乙の規則による認定された適合性評価機関としての権利を有

し義務を負うとともに、認定された適合性評価機関としての組織構成と業務運営を、乙の

規則に適合させるほか、認定された適合性評価機関としての義務を遵守する。 
２ 甲及び乙は、前述の乙の規則が改正された場合及び認定範囲を変更した場合にも、本契

約書の内容を引き続き遵守する。 
３ 審査計画の提示によって乙が求める場合、甲は、顧客の事業地で適合性評価活動を実施

する際に、適合性評価機関のパフォーマンスを評価するために、乙の審査チームが同行す

ることを受け入れる内容の法的拘束力のある取決めを顧客との間に結び、乙の審査チーム

が同行することの手配を行う。 

４ 甲は、認定が授与されている範囲に関してのみ認定を主張する。 

５ 甲は、乙の信用を失墜させるような方法で認定を利用しない。 
 
(認定審査) 
第４条 甲は、乙の規則及び本契約に基づき、乙が必要と認めた場合に実施する全般的又は

部分的審査（認定審査、再認定審査、認定維持審査及び臨時審査）（以下、「認定審査」と

いう）を受入れ、要請に応じて乙及び乙が指名する者に審査に必要な便宜及び協力を最大

限提供する。 
２ 前項の必要な便宜及び協力には、以下が含まれる。 
一 乙から認定を受けている甲の適合性評価活動を実施する全ての施設への立入り及び設

備の確認。 
  なお、立入りを行う日時については甲乙別途協議して定める。 
二 認定審査に関係のある文書調査 
三 認定審査に関係のある記録の閲覧 
四 認定審査に関係のある要員への接触と個人面接及び下請負機関への接触 
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五 認定審査に関係のあるバーチャルサイトへのアクセス 
六 甲による顧客に対する適合性評価活動への乙の立会同行及び乙の立会同行に必要な法

的に拘束力のある顧客との取り決めの確認（閲覧） 
七 審査計画（審査チーム編成や日程を含む）の早期確定及び受入れ 

３ 乙は、認定審査を実施する際には認定審査に対応するために一般的に相当と思われる期

間をもって甲に予告する。ただし、利害関係者からの甲に対する苦情、第９条に定める変

更又は第１１条第２項に係る甲の認定の表示、表明の結果として臨時に行う認定審査にお

いて、乙が必要と認める場合には、この予告期間を短縮することができる。 
４ 本条第１項に定める乙が指名する者には、乙の国際的な相互承認維持のために必要な関

係者を含む。 
 
(機密保持) 
第５条 認定プロセスの間に得られた又は生じたことにより、乙が入手した有形・無形を問

わないすべての情報（以下「認定審査情報」という。）の管理を本条の適用の対象とする。 
２ 乙は、開示を意図している情報を、第三者に対して開示前に甲に通知する。 
３ 乙は、甲の認定審査情報（甲が公開している情報及び苦情処理に係る処理を目的とした

情報を除く）は、甲が所有権を持つ情報とみなし、機密情報とする。 
４ 法令に基づいて乙が甲の認定審査情報を開示を求められた場合、乙はその開示を行い、

法令が禁止する場合は認定審査情報を開示したことを甲に通知しない。 

５ 乙は、甲以外の情報源（規制当局を除く）から得られた、甲に関する情報は、甲と共有

する。ただし、情報源に関する情報は乙の機密として、情報源が同意した場合を除き、甲

と共有しない。 
６ 乙は規制当局から得られた甲に関する情報は、関係法令に基づき、規制当局の開示方針

に従うものとする。 
７ 乙の委員会委員、審査員、技術専門家及び職員（以下「要員」という。）は、法令に基づ

いて行政機関が要求する場合を除き、認定審査情報について守秘義務を負う。このため、

乙は、乙の要員に対して機密保持に関する誓約を義務付ける。 
８ 甲の認定審査情報の閲覧は、甲の認定活動に関与する乙の要員に限る。ただし、乙の認

定審査に関する苦情及び異議申立てがされた場合において、乙の上位機関である独立行政

法人製品評価技術基盤機構及び／又は経済産業省の苦情及び異議申立ての処理に関係する

組織及び顧問弁護士を除く。 

９ 乙は、乙の国際的な認定機関との相互承認グル－プ又は二者間での相互承認維持のため

に、甲に関する認定審査情報を第４条第４項に定めた関係者によって構成された評価チー

ムに対して開示する場合は、その評価チームから認定にかかる業務を遂行するためにのみ

使用し、他の目的に使用又は利用しないことを含めた機密保持に関する誓約を取る。 
１０ 乙は、甲の認定審査情報を用いて認定の決定を行った認定周期の終了日が属する年度

の翌年度の 4 月 1 日を起点として 5 年保存し、保存期間の満了日以降に機密が保持された

状態で廃棄する。 
１１ 乙による認定審査が、甲の認定の決定に至らなかった場合も、前項と同様とする。 
 
(情報の提供) 
第６条 甲は、認定の取得、又はその維持、更新、認定範囲拡大に合理的に必要な情報につ

いて、乙の要求があれば速やかに情報を提供する。 
 
(情報の公開) 
第７条 甲は、乙が甲の認定の状況（甲又は甲の適合性評価機関の名称及び所在地、（該当す

る場合）初回認定発効日、認定発効日、（該当する場合）認定の有効期限、認定範囲、認定

の決定、認定の継続、一時停止、又は取り消し）及びその具体的理由についての情報を公

表することに同意する。 
 
(手数料) 
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第８条 甲は、認定審査の結果の如何、及び本契約の有効期限にかかわらず、乙が手数料規

程に定めた甲が負担すべき手数料について、乙からの請求に基づき乙の指定する期限内に

乙の指定する銀行口座宛に振り込む方法（振込手数料は甲負担）により支払う。一旦支払

われた手数料は、審査の中止を含む認定審査の結果如何にかかわらず、返還がされないこ

とについて、甲は苦情又は異議を申し立てない。 
２ 乙は、前項に定める規定の料金について改定を行う場合には、原則として、書面で甲に

通知する。 
３ 本契約書の作成に関連して発生する費用は各当事者において負担する。 
 
(認定要求事項の変更) 
第９条 乙は、乙の認定審査に関する規則を変更する場合には、原則として甲に対し書面に

よる適切な予告を行う。 
２ 乙が乙の規則を変更し公表したことにより、甲が自らのマネジメントシステムに対して

行った必要な対応に関して、乙が必要と認めた場合は、乙が合理的と考える期間内に、甲

は乙の検証（認定審査を含む）を受けなければならない。その場合、乙は書面により甲に

検証の実施を通知する。 
 
(変更の通知) 
第１０条 甲は、乙の規則において乙に通知の必要な次の事項が変更になる場合には、その

変更内容をその都度、遅滞なく所定の書面により乙に通知しなければならない。 
 (1) 法律上、商業上、所有権上又は組織上の位置付け 

 (2) 組織、トップマネジメント又はラボラトリマネジメント並びに主要な要員 

 (3) 資源及び場所（バーチャルサイトを含む） 

 (4) 認定範囲 

 (5) 認定の要求事項を満たす適合性評価機関の能力に影響する可能性があるその他の事項 

２ 甲は、乙から認定された範囲の活動に重大な影響を与える変更があったとき（例えば、

所有者、重要な要員、又は施設の変更など）、又は利害関係者からの甲に対する苦情若しく

はその他の情報の分析結果から、乙の規則の要求事項に適合していない、若しくは適合し

ていないおそれがあるときで、乙が、前項に基づく甲からの通知の内容を乙の規則に照ら

して、その必要があると判断した場合は、甲は乙からの通知に基づき、乙による臨時の認

定審査を受けなければならない。 
 
(認定の表示) 
第１１条 甲は、一時停止期間を除く認定有効期間内に限り、乙から使用許諾を受けた認定

シンボルを使用できる。その使用にあたっては、乙の規則に定められている使用条件を遵

守する。 
２ 甲は、認定文書、認定シンボル、通知書、及び報告書の全部又は一部の使用につき、適

合性評価制度の社会的評価を損なう行為、第三者の誤解を招く行為、又は許容される範囲

を逸脱すると乙が判断する表示や表明又は認定の事実の利用を行ってはならない。 
３ 甲は、認定が授与されている範囲に関してのみ認定を主張できる。 
 
(外部委託) 
第１２条 甲は、乙に認定された範囲内の業務の一部を外部委託している場合において、乙

が必要と判断する場合は、甲の外部委託先に対する評価の妥当性を確認するために、甲は

当該外部委託先に対して乙の調査を受入れさせるとともに、その事前了解を取得する。 
 
(異議申立て及び苦情) 
第１３条 甲は、乙に認定された範囲内の業務における甲に対するすべての異議申立て、利

害関係者からの苦情について、調査を行い、解決の手段をとる。また、乙の要請に応じ、

甲への認定に関するあらゆる苦情の調査及び解決に協力し、その都度、遅滞なく乙に報告

しなければならない。 
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２ 甲及び乙は、乙に認定された範囲内の業務にかかる双方に対する異議申立て、又は利害

関係者からの苦情について、両者協力し問題解決にあたる。 
３ 甲は、乙の規則に従い､乙に対し異議又は苦情を申し出ることができる。 
 
(契約条項の違反又は不履行並びに不正行為に伴う処分) 
第１４条 本契約締結以降、本契約の各条項に対する甲の違反又は不履行、甲の不正行為の

証拠、甲の意図的な虚偽の情報の提出並びに情報の隠蔽が、乙によって確認された場合、

乙が申請の却下、審査の打ち切り、是正処置請求、証明書の回収請求、認定の一時停止及

び／又は認定の取消しの手続を開始することについて、甲は苦情又は異議を申し立てない。

また、手続開始後 2 年間において、甲の申請の受付けがされないことについても甲は苦情

又は異議を申し立てない。 
２ 前項により、乙が認定取消しの手続を開始した場合、甲の認定は、甲の認定取消しが決

定するまで一時停止する。 
 
(契約の有効期間と終了・解除) 
第１５条 本契約は、本契約の締結日から一時停止期間中を含む乙による甲の認定が維持さ

れる期間について有効である。また、甲の申請に基づき認定審査が行われる場合は、審査

の結果、乙により認定の取消しの決定がされない限り、本契約は引き続き有効とされる。

乙により甲の認定が取り消された場合は、本契約は終了する。本契約書に基づく認定契約

の締結後、旧版で締結された認定契約は、本契約発効時から無効となる。また、契約内容

の見直しのため新しい契約書に基づき契約を再締結した場合、特別な取り決めがない限り、

新契約発効時から本契約は無効となる。 
２ 甲は、60 営業日前に理由と終了日を明記し、内容証明郵便等、送付及び受領確認ができ

る手段をもって乙に通知することによって、本契約を終了できる。その場合、認定も終了

する。 
３ 甲及び乙は、相手方に、破産、民事再生手続、会社更生、特別清算、及びその他類似の

手続開始の申立の事実が生じ、適合性評価機関又は認定機関としての活動ができないこと

が明らかになったときは、何らの催告なしに、本契約を解除することができる｡甲において

本項に該当する事態が生じたときは、認定は終了する。 
 
(反社条項) 
第１６条 乙は、甲又は甲の下請負者及びその代表者、責任者、実質的に経営権を有する者

（下請負が数次にわたるときはその全てを含む）が次の各号の一に該当する場合、何らの

催告を要さずに、本契約を解除することができる。 
一 暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係者、総会屋その他の反社会的勢力（以

下、まとめて「反社会的勢力」という）に属すると認められるとき 
二 反社会的勢力が経営に実質的に関与していると認められるとき 
三 反社会的勢力を利用していると認められるとき 
四 反社会的勢力に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると

認められるとき 
五 反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 
六 自ら又は第三者を利用して、乙又は乙の関係者に対し、詐術、暴力的行為、又は脅迫

的言辞を用いたとき 
２ 乙は、前項の規定により、本契約を解除した場合には、甲に損害が生じても乙は何らこ

れを賠償ないし補償することは要せず、また、かかる解除により乙に損害が生じたときは、

甲はその損害を賠償するものとする。賠償額は甲乙協議して定める。 
 
(契約終了後の責務) 
第１７条 第５条各項、第８条第１項及び本条の規定は、契約の終了後においても有効に存

続する。また、本契約が終了した時点で、本契約の有効期間内に発生した債権債務、履行

責務で未履行のものが有る場合、当該債務等は消滅しない。 
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このファイルを複写したファイルや、このファイルから印刷した紙媒体は非管理文書です。 

 
(管轄と準拠法) 
第１８条 本契約は、日本国の法律に従って解釈される。本契約に関して訴訟を提起する必

要が生じた場合は、東京地方裁判所又は東京簡易裁判所をもって第一審の専属的合意管轄

裁判所とする。 
２ 本契約は、日本語版が正規の契約書としての位置付けをもつ。必要な場合、乙は、参考

として英文版を作成し、甲は、必要な場合、その同等性を確認の上、本契約を締結するが、

これら 2 つの言語間で内容又は解釈の不一致が提起された場合、日本語版が優先する。 
 
(協議) 
第１９条 本契約に関し、当事者間で疑義が生じた場合、又は本契約に定めのない事項が生

じた場合は、甲乙双方で十分に協議の上、その解決にあたる。 
 
 
 本合意の証とするため、本契約書二通を作成し、甲及び乙は各々署名（又は記名押印）の

上、各一通を保有する。 
 
 
[電子契約の場合] ※ 

本合意の証とするため、甲及び乙は、本契約書の電子ファイルを作成し、それぞれ（電子署名/

電子サイン/認定申請審査業務システム）による合意を行う。 

 

[書面契約の場合] ※ 

 本合意の証とするため、本契約書二通を作成し、甲及び乙は各々署名（又は記名押印）の上、各

一通を保有する。 

 

※契約方式に基づき、不要な契約方式を削除すること。（斜体の文字は施行時に削除のこと。） 

 

   年  月  日 
 

甲：（住所） 
  （法人名） 
  （代表者 名  印） 

 
 
 
   年  月  日 

乙： 東京都渋谷区西原二丁目４９番１０号 
   独立行政法人製品評価技術基盤機構 
    認定センター所長 名  印 



ENRP32 ＡＳＮＩＴＥ試験事業者(環境)認定の取得と維持のための手引き  52/5251 

このファイルを複写したファイルや、このファイルから印刷した紙媒体は非管理文書です。 

 
 

ＡＳＮＩＴＥ試験事業者(環境)認定の取得と維持のための手引き 第４３版 

改正ポイント 

 

主な改正内容 

 

◆押印廃止 

◆認定証の交付から IAJapan ウェブサイトに掲載して通知する方法に変更 

◆遠隔審査の追加 

◆「認定申請審査業務システム」による申請方法等の追加、それに伴う申請に係る内容の変更 

◆電子情報による処理に伴う用語の変更 

 

本規程第１版からの主な変更箇所には下線（   ）を付しています。 

以上 


